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個 別 注 記 表 
  

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っておりま

す。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額法)、子会社

株式等については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法 (売却原価は主として

移動平均法により算定)、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っ

ております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用してお

ります。 

 また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物   15年～50年 

  その他  ５年～６年 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について

は、零としております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

５．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下､「破綻先」という｡）に係

る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下､「実質破綻先」という｡）に係る債権については、

以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

 上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見

込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去

の一定期間における平均値に基づき損失率を求め算定しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は3,131百万円であります。 

（2）退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職

給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっており

ます。なお、数理計算上の差異の費用処理方法（又は損益処理方法）は次のとおりであります。 

数理計算上の差異： 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 (主と

して10年) による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から損益処理 
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（3）睡眠預金払戻損失引当金 

 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（4）偶発損失引当金 

 偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の

負担金支払見込額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年４月１日前に開始す

る事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

７．収益及び費用の計上基準 

 当行の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サービスに

係る役務の提供であります。顧客との契約から生じる収益については、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し

ております。 

 

 （重要な会計上の見積り） 

  連結計算書類の連結注記表に記載しております。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．銀行法及び 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律 に基づく債権は次のとおりで ありま 

す。 なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又

は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２

条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに

支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券

（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

   破産更生債権及びこれらに準ずる債権額    2,284百万円 

危険債権額                 3,887百万円 

三月以上延滞債権額               ―百万円 

貸出条件緩和債権額             6,563百万円 

合計額                                    12,736百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金

で破産更生債権及びこれらに準ずる債権 並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

2．手形割引は､業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより

受け入れた商業手形等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は、485百万円であります。 

 

3．担保に供している資産は次のとおりであります。 

    担保に供している資産 

     有価証券    28,887百万円 

     貸出金    17,453百万円 

    担保資産に対応する債務 

     預金        382百万円 

 上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券4,907百万円及び預け金0百万円を差し入

れております。 

また、その他の資産には、保証金101百万円が含まれております。 
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4．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、44,412百万円であります。この

うち契約残存期間が１年以内のものが44,394百万円であり、１年超のものは18百万円であります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の

多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを

受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、

契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

5．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

    再評価を行った年月日  1998年３月31日 

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法に基づいて合理的な調整を行って算出。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額2,338百万円 

6．有形固定資産の減価償却累計額  8,971百万円 

7．有形固定資産の圧縮記帳額     560百万円 

8．関係会社に対する金銭債権総額  4,395百万円 

9．関係会社に対する金銭債務総額   238百万円 

 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 37百万円 

役務取引等に係る収益総額 6百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 4百万円 

その他の取引に係る収益総額 ―百万円 

  関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 0百万円 

役務取引等に係る費用総額 4百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 182百万円 

その他の取引に係る費用総額 －百万円 

２．関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社及び法人主要株主 

    該当ありません。 

 

（2）子会社・子法人等及び関連法人等 

（単位：百万円） 

属性 
会社等の

名称 

議決権等の

所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 

株式会社

宮崎太陽

リース 

直接1５％ 

役員の兼任･

ローン等に係

る保証委託 

被保証債務 4,639 ― ― 

（注）取引金額は、当事業年度末の被債務保証残高を記載しております。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

保証条件については、商品ごとに保証対象の住宅ローン等の信用リスク等を勘案し、決定 

     しております。 
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（3）役員及びその近親者が他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有している場合の 

   当該会社等 

（単位：百万円） 

会社等の名称 
議決権等の

所有（被所

有）割合（％） 

取引の内容 

（注3） 
取引金額 科目 期末残高 

取引条件及び取引

条件の決定方針 

株式会社 

ｸﾛｷﾒﾃﾞｨｶﾙ 

（注1） 

― 
資金の貸付（純額） 

利息の受取 

手数料等の受取 

△7 

0 

0 

証書貸付 

前受収益 
 18 

0 

同社に対する証書貸

付の金利は、一般的取

引条件と同様に決定

しております。 

有限会社 

みさき商事 

（注2） 

― 
資金の貸付（純額） 

利息の受取 

手数料等の受取 

△10 

0 

0 

証書貸付 

前受収益 
 25 

0 

同社に対する証書貸

付の金利は、一般的取

引条件と同様に決定

しております。 

  （注1）当行取締役頭取黒木浩の近親者が持分の過半数を直接保有しております。 

  （注2）当行取締役飯田三和およびその近親者が持分の過半数を直接保有しております。 

  （注3）「取引の内容」欄の「資金の貸付（純額）」については、当期末残高と前期末残高の純増減額

を記載しております。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 
 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 
摘要 

自己株式      

 普通株式 55 0 ― 56 （注） 

 合計 55 0 ― 56  

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

 

 

（有価証券関係） 

 貸借対照表の「国債｣「地方債｣「社債｣「株式｣「その他の証券」が含まれております。 

１．売買目的有価証券 

（2025年３月31日現在） 

 
当事業年度の損益に含まれ

た評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ― 

 

 

２．満期保有目的の債券 

（2025年３月31日現在） 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの 

社債 ― ― ― 

外国証券 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの 

社債 ― ― ― 

外国証券 500 402 △97 

小計 500 402 △97 

合計 500 402 △97 
 ３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2025年３月31日現在） 

  子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で市場価格のあるものはありません。 

なお、市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。 
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貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式及び出資金 888 

関連法人等株式 ― 

合計 888 

 

４．その他有価証券 

（2025年３月31日現在） 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

株式 15,324 5,473 9,850 

債券 546 546 0 

 国債 － － － 

 地方債 － － － 

 社債 546 546 0 

外国債券 300 300 0 

その他 8,134 6,954 1,180 

小計 24,305 13,274 11,031 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

株式 2,798 3,272 △474 

債券 111,347 116,891 △5,543 

 国債 21,979 23,580 △1,600 

 地方債 24,944 26,238 △1,294 

 社債 64,423 67,072 △2,648 

外国債券 12,806 13,097 △290 

その他 7,523 8,666 △1,143 

小計 134,475 141,927 △7,451 

合計 158,781 155,201 3,580 

 

 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 
貸借対照表計上額

（百万円） 

非上場株式 1,314 

組合出資金等 267 

合計 1,582 

    組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第31号 2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

 

５．当事業年度中に売却したその他有価証券 

（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 2,004 704 △135 

債券 589 － △18 

 国債 213 

 

－ △7 

 地方債 376 － △11 

 社債 ― － 
 

― － 
 

― 

その他 758 68 △66 

合計 3,353 773 △220 
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６．減損処理を行った有価証券 

 売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると

認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事

業年度の損失として処理（以下、｢減損処理」という｡）しております。 

 当事業年度における時価のある有価証券の減損処理額はありません。 

 また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて50％以上下

落したものを全てとすることに加え、同30％以上50％未満のものは格付け機関の格付け等を基に

「著しい下落」の判断を行っております。 

 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産   
  貸倒引当金 1,615 百万円 
  減価償却費 39  
  有価証券有税償却 105  
  その他 437  
繰延税金資産小計 2,197  
評価性引当額 △604   
繰延税金資産合計 1,592  
繰延税金負債   
  その他有価証券評価差額 △1,078  
  退職給付信託設定益 △505  
  退職給付引当金繰入限度超過額 △588  
繰延税金負債合計 △2,172  
繰延税金負債の純額 △579 百万円 

 

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

   「所得税法等の一部を改正する法律（2025年法律第13号）」が2025年3月31日に成立したこ

とに伴い、2026年4月1日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われるこ

ととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従

来の30.45%から、2026年4月1日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に

ついては31.35%となります。この税率変更により、当事業年度の繰延税金負債は33百万円増加

し、その他有価証券評価差額金は30百万円減少し、法人税等調整額は2百万円増加しております。

再評価に係る繰延税金負債は23百万円増加し、土地再評価差額金は同額減少しております。 

 

（１株当たり情報） 
 １株当たりの純資産額 6,786円 42銭 

 １株当たりの当期純利益金額 229円 84銭 
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連 結 注 記 表 
  

 

 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．会計方針に関する事項 

 
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

（2）有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額法)、持分法

非適用の非連結子会社出資金については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法 

(売却原価は主として移動平均法により算定)、ただし市場価格のない株式等については移動平均法に

よる原価法により行っております。 

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（3）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備

を除く｡）並びに2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採

用しております。 

 また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物       15年～50年 

その他     5年 ～６年 

 連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法に

より償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額について

は、零としております。 

（4）貸倒引当金の計上基準 

 当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

 破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、｢破綻先」という｡）に係る

債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、｢実質破綻先」という｡）に係る債権については、以

下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後

経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、｢破綻懸念先」という｡）に係る債権につ

いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

 上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込

んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一

定期間における平均値に基づき損失率を求め算定しております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

 なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減

額しており、その金額は3,131百万円であります。 

 連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認め

た額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ

ぞれ計上しております。 

（5）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた

め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 
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（6）偶発損失引当金の計上基準 

 偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負

担金支払見込額を計上しております。 

（7）退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては給付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異の費用処理方法（又は損益処理

方法）は次のとおりであります。 

数理計算上の差異： 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主

として10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から損益処理 

 なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。 

（8）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 当行の外貨建資産及び負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

（9）リース取引の処理方法 

（借手側） 

   当行及び連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が2008

年４月１日以前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を行っております。 

 （貸手側） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 

（10）    収益及び費用の計上基準 

当行及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、

金融サービスに係る役務の提供であります。顧客との契約から生じる収益については、約束した財又

はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額

で収益を認識しております。 

また、ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準については、リース料受取時に売

上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 

 （重要な会計上の見積り） 

  会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連

結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは貸倒引当金です。 

1．当連結会計年度にかかる連結計算書類に計上した金額 

2,464 百万円 

2．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

(1)算定方法 

    貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」「(4)貸倒引当金の計上基準」に記載してお

ります。 

(2)主要な仮定 

 主要な仮定は「債務者区分の判定における債務者の将来の業績見通し」です。「債務者区分の判

定における債務者の将来の業績見通し」は、債務者の返済状況、財務内容、業績及びこれらの将来

見通し等に基づき、債務者の返済能力を評価して設定しております。特に、返済状況、財務内容、

又は業績が悪化している債務者については、経営改善計画等の合理性及び実現可能性も加味して債

務者の返済能力を評価して設定しております。また物価上昇等経済環境の影響により貸出金の信用

リスクに一定の影響があると想定されますが、債務者の経営環境によっては、翌連結会計年度以降

も影響が継続するとの仮定のもと、期末時点で入手可能な情報を考慮して債務者区分を設定し貸倒

引当金を算定しております。  

(3)翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

   主要な仮定は、いずれも不確実なものであり、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌

連結会計年度に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係）  

１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。 

なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条

第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支

払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使

用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額    2,284百万円 

危険債権額                 3,887百万円 

三月以上延滞債権額               ―百万円 

貸出条件緩和債権額             6,563百万円 

合計額                  12,736百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金

で破産更生債権及びこれらに準ずる債権 並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で 破産更

生債権及びこれらに準ずる債権 、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、 上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

2．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより

受け入れた商業手形等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は485百万円であります。 

3．担保に供している資産は次のとおりであります。 

    担保に供している資産 

     有価証券    28,887百万円 

     貸出金    17,453百万円 

    担保資産に対応する債務 

     預金        382百万円 

 上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券4,907百万円及び預け金0百万円を差し入

れております。 

また、その他資産には、保証金101百万円が含まれております。 

 

4．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、43,807百万円であります。この

うち契約残存期間が１年以内のものが43,789百万円、１年超のものは18百万円であります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行及び連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありま

せん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、

当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け

られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契

約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。 

5．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

    再評価を行った年月日  1998年３月31日 

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に
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定める地価税法に基づいて合理的な調整を行って算出。 

 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計

額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額2,338百万円 

6．有形固定資産の減価償却累計額  9,115百万円 

7．有形固定資産の圧縮記帳額     560百万円 

 

 

（連結損益計算書関係） 
１．｢その他の経常費用」には、株式等売却損135百万円及び株式等償却0百万円を含んでおります。 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
当連結会計 

年度期首株式数 
当連結会計 

年度増加株式数 
当連結会計 

年度減少株式数 
当連結会計 
年度末株式数 

摘要 

発行済株式      

 普通株式 5,342 ― ― 5,342  

 第１回Ｂ種優先株式 600 ― ― 600  

 合計 5,942 ― ― 5,942  

自己株式      

 普通株式 56 0 ― 56 （注） 

 合計 56 0 ― 56  

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

 

２．配当に関する事項 

（1）当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 
株式の 
種類 

配当金の 
総額 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2024年6月25日 
定時株主総会 

普通 
株式 

132百万円 25.00円 
2024年 
３月31日 

2024年 
６月26日 

第１回Ｂ種

優先株式 
52百万円 87.50円 

2024年 
３月31日 

2024年 
６月26日 

2024年11月11日 
取締役会 

普通 
株式 

132百万円 25.00円 
2024年 
９月30日 

2024年 
12月2日 

第１回Ｂ種

優先株式 
52百万円 87.50円 

2024年 
９月30日 

2024年 
12月2日 

合 計  369百万円    

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後とな

るもの 

（決議） 
株式の 
種類 

配当金の 
総額 

配当の 
原資 

１株当た
り配当額 

基準日 効力発生日 

2025年６月26日 
定時株主総会 

普通 
株式 

132百万円 
利益 
剰余金 

25.00円 
2025年 
３月31日 

2025年 
６月27日 

第１回Ｂ種

優先株式 
52百万円 

利益 
剰余金 

87.50円 
2025年 
３月31日 

2025年 
６月27日 

 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、貸出を中心とした金融サービス事業を行っており、また有価証券への投資を行

っています。これらの事業を行うため、市場の状況や長短のバランスを調整して、顧客からの預金

によって資金調達を行っています。このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を
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有しているため、金利変動による不利な影響が生じないように、当行では、資産及び負債の総合的

管理（ＡＬＭ）を行っています。その一環として、デリバティブ取引も行っています。 

また、当行の一部の連結子会社には、リース業務を行う子会社や有価証券を保有する子会社があ

ります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

  当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧

客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。当期の連結決算日現在におけ

る貸出金のうち、19.2％は不動産業・物品賃貸業に対するものであり、当該不動産業・物品賃貸

業を巡る経済環境等の状況の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性がありま

す。 

また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託及び組合出資金であり、満期保有目的、純投資目

的及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動

リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。 

  また、長期固定金利貸出金及び預金は金利の変動リスクに晒されておりますが、一部は金利スワ

ップ取引を行うことにより当該リスクを回避しております。当行では、この金利スワップ取引をヘ

ッジ手段として、ヘッジ対象である貸出金に金利スワップの特例処理を行っているものがあります。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

 ① 信用リスクの管理 

 当行グループは、当行の与信に関する諸規定及び信用リスクに関する方針、基準に従い、貸出金

について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、

問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各

営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営会議や取締役会を開催し、審議・報告を行

っております。さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。 

 有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関して

は、証券国際部及び総合企画部リスク管理グループにおいて、信用情報や時価の把握を定期的に行

うことで管理しております。 

② 市場リスクの管理 

 イ．金利リスクの管理 

 当行グループは、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。リスク管理ポリシー

において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ＡＬＭ委員会及びリスク管理委員会

において実施状況の把握の確認、今後の対応等の協議を行っております。日常的には総合企画部

リスク管理グループにおいて金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や

金利感応度分析等によりモニタリングを行い、四半期ベースでリスク管理委員会に報告しており

ます。なお、ＡＬＭにより、金利の変動リスクをヘッジするための金利スワップ等のデリバティ

ブ取引も行っております。 

ロ．為替リスクの管理 

 当行グループは、為替の変動リスクに関して、マッチングを基本とし、外国為替のエクスポー

ジャーを極力抑えることとしております。 

ハ．価格変動リスクの管理 

 有価証券を含む投資商品の保有については、取締役会の監督の下、資金運用規定に従い行われ

ております。運用は証券国際部において行っており、保有限度額の設定のほか、継続的なモニタ

リングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。 

ニ．デリバティブ取引 

 デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性の評価に関する部門を分離し内部牽

制を確立するとともに、円金利スワップ取引規定及びヘッジ取引管理基準に基づき実施されてお

ります。 

ホ．市場リスクに係る定量的情報 

 当行グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスク、株価変動リスク及び外国為替変

動リスクの影響を受ける主たる金融商品は、｢貸出金｣､「有価証券｣､ ｢銀行業における預金｣､「借

用金｣､「社債｣､であります。当行グループでは、これらの金融資産及び金融負債について、統合

ＶａＲを金利リスク、株価変動リスク及び外国為替変動リスクの管理にあたっての定量的分析に

利用しております。 

 ＶａＲの算定にあたっては、分散共分散法 (保有期間120日 (但し、満期保有目的債券につい

ては250日)、信頼区間90.0％、観測期間1,250営業日) を採用しております。 

 2025年3月31日（当期の連結決算日）現在で当行グループの市場リスク量（損失額の推計値）

は、全体で8,117百万円であります。 
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また、当行グループでは、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテスティン

グを実施する体制を構築しており、使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉し

ていることを確認しております。但し、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一

定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する

状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

 当行グループは、ＡＬＭを通して、適時にグループ全体の資金管理を行うほか、資金調達手段の

多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理してお

ります。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異

なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません((注１)参照)。ま

た、現金預け金、外国為替（資産・負債）、借用金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 
 連結貸借 

対照表計上額 
時価 差額 

（1）有価証券     

   満期保有目的の債券  500 402 △97 

   その他有価証券  158,781 158,781 － 

（2）貸出金  554,169   

   貸倒引当金（＊１）  △2,411   

  551,757 553,415 1,657 

（3）リース債権及びリース投資資産  5,339 5,713 374 

資産計  716,379 718,313 1,933 

（1）預金  762,100 762,377 277 

負債計  762,100 762,377 277 

デリバティブ取引（＊２）     

 ヘッジ会計が適用されていないもの  ― ― ― 

 ヘッジ会計が適用されているもの  ― ― ― 

デリバティブ取引計  ― ― ― 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デ

リバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

 

 

(注１)  市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商

品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

(単位：百万円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式(＊１)(＊２) 1,323   

② 組合出資金(＊３) 1,098   

合計 2,421  

(＊１)  非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第19号 2020年3月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(＊２)  当連結会計年度において、非上場株式の減損処理は行っておりません。 

(＊３)  組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第31号 2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 
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3． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した

時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

                                      （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

  その他有価証券 45,922 111,674 ― 157,596 

  国債 21,979 ― ― 21,979 

    地方債 ― 24,944 ― 24,944 

  社債 ― 64,970 ― 64,970 

  株式 17,911 211 ― 18,123 

  外国証券 ― 13,106 ― 13,106 

  その他 6,031 8,441 ― 14,472 

  合計 45,922 111,674 ― 157,596 

(＊) 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17

日）第24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含めておりません。第

24-9項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表計上額は1,185百万円であります。 

 

 

 

 

 

第24－9項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表 

 

 （単位：百万円） 

期首残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 

購入、売却 

及び償還の

純額 

投資信託の

基準価額を

時価とみな

すこととし

た額 

投資信託の

基準価額を

時価とみな

さないこと

とした額 

期末残高 

当期の損益

に計上した

額のうち連

結貸借対照

表日におい

て保有する

投資信託の

評価損益 

損益に計上 

 

その他の包

括利益に計

上(＊1) 

1,163 ― 22 △0 ― ― 1,185 ― 

(＊1)連結貸借対照表の「その他の包括利益累計額合計」の「その他有価証券評価差額金」に含まれて

おります。 
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

                                      （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

  満期保有目的の債券 ― 402 ― 402 

  外国証券 ― 402 ― 402 

貸出金 ― ― 553,415 553,415 

リース債権及びリース投資資産 ― ― 5,713 5,713 

資産計 ― 402 559,129 559,531 

預金 ― 762,377 ― 762,377 

負債計 ― 762,377 ― 762,377 

(注１)  時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

 

資産 

(1) 有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル1の時価

に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合にはレベル2の時価に分類しており

ます。主に地方債、社債がこれに含まれます。 

 (2) 貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市

場金利に信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。このうち変動金

利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なってい

ない場合は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価額を時価としております。また、破綻

先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基

づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金

額に近似しており、当該価額をもって時価としております。これらの取引につきましては、レベル

３に分類しております。 

(3) リース債権及びリース投資資産 

リース債権及びリース投資資産については、各リース債権及びリース投資資産の元利金キャッシ

ュ・フローを一定の期間ごとにまとめ、その期間ごとのキャッシュ・フロー額を、当該期間のリス

ク・フリー・レートに貸倒実績率に基づいた信用リスク要因を上乗せした利率で割り引いた現在価

値を時価としております。当該時価はレベル３の時価に分類しております。 

 

負債 

(1) 預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしており

ます。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引

いて現在価値を算定しております。割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いて

おります。なお、預入期間が短期間(３ヶ月以内)のものは、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。 

 

(税効果会計関係) 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

   「所得税法等の一部を改正する法律（2025年法律第13号）」が2025年3月31日に成立したこ

とに伴い、2026年4月1日以後に開始する連結会計年度から「防衛特別法人税」の課税が行われ

ることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の30.45%から、2026年4月1日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異等については31.35%となります。この税率変更により、当連結会計年度の繰延税金負債は50

百万円増加し、連結子会社は繰延税金資産が0百万円増加、その他有価証券評価差額金は31百万円

減少し、退職給付に係る調整累計額は15百万円減少し、法人税等調整額は3百万円増加しておりま

す。再評価に係る繰延税金負債は23百万円増加し、土地再評価差額金は同額減少しております。 
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(収益認識関係) 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

                                     (単位：百万円) 

 

報告セグメント 

その他 

（注） 
合計 

銀行業 

リース・ 

保証等 

事業 

計 

役務取引等収益      

 預金・貸出業務 741  ―  741  ―  741  

 為替業務 475  ―  475  ―  475  

 証券関係業務 248  ―  248  ―  248  

 代理業務 81  ―  81  ―  81  

 保証業務 1  2  4  ―  4  

 その他 54  ― 54  ―  54  

その他経常収益      

  その他 43  ―  43  ―  43  

顧客との契約から生じる 

経常収益 
1,648  2  1,651  ―  1,651  

上記以外の経常収益 10,971  2,213  13,184  22  13,207  

外部顧客に対する経常収益 12,620  2,216  14,836  22  14,859  

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、ベンチャーキャピタ

ル事業であります。 

 

（１株当たり情報） 
 １株当たりの純資産額 7,041円 93銭 

 １株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 232円 19銭 

 


